












































【熊本地震からの復旧・復興の推進】
○被災した中小企業等グループの施設・設備の復旧に対しグループ補助金を交
付するとともに、中小企業診断士等の専門家により個々の事業者の経営課題
に対応した支援を実施

【令和2年7月豪雨災害からの復旧・復興の推進】
○被災した中小企業等の復旧支援としてなりわい再建支援補助金を交付すると
ともに、中小企業診断士等の専門家により個々の事業者の経営課題に対応し
た支援を実施

○商工関係団体が支援する被災した小規模事業者の販路開拓等に対し、くまも
と型補助金を交付

○球磨川流域市町村に事業所等を新設・増設する企業の補助要件を緩和
○醸造食品業の創造的復興に向け、収集微生物を利用した新商品開発を支援
○被災地が安心して今後の展望を描けるように、プロモーションや観光客受
入環境整備等を支援

○球磨焼酎の創造的復興に向け、関係機関と連携し、商品開発、認知度向上、
販路拡大等の取組みを展開

熊本県中小企業振興基本条例に基づく取組みについて(概要）

令和４年度の主な取組み

【熊本地震からの復旧・復興の推進】
○被災した中小企業者等グループの施設等の復旧に対し、グループ補助金を交付
（申請件数(予定を含む)4,707件、H28～R3交付決定数:4,698件、事業完了:4,697件、
99.8% 交付決定額:約1,342億円、交付済額:約1,267億円）

○被災した中小企業者等の資金繰り支援（R3融資件数:35件、融資額:約4.6億円）
【令和2年7月豪雨災害からの復旧・復興の推進】
○被災した中小企業者等の施設等の復旧に対し、なりわい再建支援補助金を交付
（R2～R3交付決定数:500件、事業完了:325件、65.0% 交付決定額：約216億円、交付
済額:約41億円）

○商工関係団体が支援する被災した小規模事業者の販路開拓等に対し、くまもと型補
助金を交付（熊本地震被災事業者を含め、申請件数:41件、採択件数:25件）

経済環境常任委員会報告事項
令和４年６月１６日
商工政策課

令和３年度の主な取組みの成果

Ⅰ 熊本地震及び令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興の推進 Ⅰ 熊本地震及び令和２年７月豪雨災害からの復旧・復興の推進
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○売上が減少している中小企業者等の資金繰り支援（R3融資件数:1,101件、融資
総額:約124億円）

○新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく、時短要請に応じた中小企業等に
対して協力金を支給（時短要請協力金支給件数:27,780件）

○売上が減少している中小企業等に対して、事業継続・再開支援一時金を交付
（交付件数:7,146件）
○中小企業者等の経営力強化のため、環境変化に応じたビジネスモデルの再構築に
係る取組みを支援（補助件数:79件）

○従業員を休業させ、雇用維持を図る中小企業等に対して、雇用維持奨励金を支給
（支給件数:764件）
○商店街組織等が実施するにぎわい回復に向けた取組みを支援（補助件数:40件、
補助金額:49,873千円）

○県内中小企業等におけるテレワークの導入促進を図るために、県内ICT関係団体と
の連携によるICTツールの導入支援を実施（支援件数：203件）

○認証制度の基準に沿った衛生管理設備等の導入等に取り組む飲食店を支援
（補助件数:2,902件）
○新型コロナウイルス感染症拡大等の影響で落ち込んだ観光産業の回復を図るため、
県内旅行助成事業「くまもと再発見の旅」を実施（利用人数：延べ504,399人）

○県産品の消費回復とＰＲを図るため、県物産館のＥＣサイトにて「くまモンのふ
るさとよかもんキャンペーン」を実施

○宿泊施設を対象に、感染症対策や、ポストコロナも見据えた前向きな投資を支援
（補助件数:666件、補助金額:約13億円）

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症への対応

○売上が減少している中小企業者等への資金繰り支援（融資枠:95億円）
○中小企業診断士等の専門家により個々の事業者の経営課題に対応した支援を
実施

○新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少している中小企業者等
に対して、事業復活おうえん給付金を交付

○水際対策の強化により生じている外国人材（技能実習・特定技能）を受け入
れる際の追加的経費（宿泊費等）について補助

○ポストコロナを見据えた商店街の機能再構築やにぎわい回復の取組みを支援
○国の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を踏まえた県内統
一の基準による飲食店認証制度を継続

○認証制度の基準に沿った衛生管理設備等の導入等に取り組む飲食店を支援
〇新型コロナウイルス感染症拡大等の影響で落ち込んだ観光産業の回復を図る
ため、県内旅行助成事業を実施

○サプライチェーンの再構築を図るため、企業立地促進補助金等の補助率を最
大2倍に引き上げ、本県に設備投資を行う企業を支援

○廃業事業者の事業承継や再チャレンジを契機とした販路開拓や生産性向上等
に向けた取組みを支援

〇売上げ又は営業利益が減少したものづくり産業を対象に、生産現場のデジタ
ル化推進に必要な機器の整備を支援

Ⅱ 新型コロナウイルス感染症への対応
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報告事項 

令和４年６月１６日 

商工政策課 

熊本県中小企業振興基本条例に基づく取組みについて 

 

熊本県中小企業振興基本条例に基づく取組みについては、次のとおりです。 

 

令 和 ３ 年 度 の 主 な 取 組 み の 成 果 

 

Ⅰ 条例の周知、受注機会の増大等 
・ 庁内各課へ本条例を周知するとともに、県が発注する工事、物品、役務に係る中小

企業の受注機会の拡大を要請した。                   【商工政策課】 

・ 新たな事業分野の開拓を図る事業者が新たに開発した製品を認定（認定企業：6社、

認定商品：6 品）し、認定事業者の販路拡大等に繋げ、新規事業への取組み意欲の高

揚を図った。                              【産業支援課】 

 

Ⅱ 中小企業振興に関する基本方針に基づく取組み 
 

１ 産業の高付加価値化及び新たな産業の創出の促進 

・ 地域において高い付加価値（年間付加価値額10億円以上）を生み出すリーディング

企業創出の加速化を図るため、県、産業支援機関等が連携して、総合的かつ継続的に

支援した。（育成企業認定数:リーディング育成企業3社、サブ・リーディング育成企

業5社）                                  【産業支援課】 

・ 新たな成長産業の創出につながるベンチャー企業等の取組みを支援するために設立

した「熊本県次世代ベンチャー創出支援コンソーシアム」のコンテストにおいて24社･

チームを発掘した。                                          【産業支援課】 

 

２ 中小企業者の経営の革新の促進 

・ 地域企業の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起し、必要となる「プロフェッ

ショナル人材」の獲得を支援するために設置した「プロフェッショナル人材戦略拠点」

において、経営者の立場に寄り添った、対話重視のサポートを行った。（相談件数:311

件、成約件数:90 件）                      【産業支援課】 

・ （公財）くまもと産業支援財団が実施する販路拡大支援や、企業からの相談に応じ

た専門家派遣（延べ28企業、94回）等に対する助成を行い、中小企業の経営支援に

取り組んだ。                                 【産業支援課】 

 

３ 中小企業者の経営基盤の強化に必要な経営資源の確保 

・  新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく、休業・時短要請に応じた事業者に

対して協力金を支給した。（時短要請協力金支給件数：飲食店27,604件、大規模施設

等176件）                           【商工政策課】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が前年同月比で 30％以上 50％未満

減少している中小企業等に対して、事業継続・再開支援一時金を交付した。（交付件数：
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7,146件）                        【商工振興金融課】 

・ 熊本地震で被災した中小企業等グループの施設・設備の復旧に対する補助を実施し

た。（申請件数(予定を含む)4,707件、H28～R3交付決定数:4,698件、事業完了:4,697

件 99.8% 交付決定額:約1,342億円、交付済額:約1,267億円） 【商工振興金融課】 

・ グループ補助金等を受けて施設・設備の復旧等を行う場合に、中小企業基盤整備機

構及び県が財源を負担し、（公財）くまもと産業支援財団から長期・無利子の貸付を行

った。                                                    【商工振興金融課】 

・ 熊本地震、令和 2 年 7 月豪雨災害及び新型コロナウイルス感染症拡大の影響によ

り、売上等が減少している中小企業者等への資金繰り支援を実施した。（融資件

数:1,136件、融資額:約129億円）                          【商工振興金融課】 

・ 令和2年7月豪雨で被災した中小企業者等の施設等の復旧に対し、なりわい再建支

援補助金を交付した。（R2～R3交付決定数：500件、事業完了:325件 65.0%  

交付決定額:約216億円、交付済額:約41億円）            【商工振興金融課】 

・ 令和2年7月豪雨災害及び新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受けた中小企業

者の経営力強化のため、環境変化に応じたビジネスモデルの再構築に係る取組みを支

援した。（補助件数：79件）                                【商工振興金融課】 

・ 認証制度の基準に沿った衛生管理設備等の導入等に取り組む飲食店を支援した。 

（補助件数：2,902件）                                   【観光交流政策課】 

・ 県が主体となって被災地の合意形成を図りながら、より実効性の高いプロモーショ

ンや観光客受入環境整備等きめ細やかな支援を展開した。      【観光企画課】 

 

４ 自然的経済的社会的条件からみて一体である地域における、同種の事業又はこれ

と関連性の高い事業を行う事業者の有機的な連携の促進及び産業の集積化 

・ 新たな商品開発や販路開拓等に取り組む事業者等に対して、農商工連携による商品

開発、テストマーケティング、県外で実施する商談会への出展等に係る経費の一部を

補助した。（補助件数･金額：7件･2,126千円）             【販路拡大ビジネス課】 

 

５ 研究開発及び事業活動を担うべき人材の育成及び確保 

・ 熊本、東京、大阪、福岡に設置している「熊本県ＵＩＪターン就職支援センター」

で、ＵＩＪターン就職者や県内事業所のマッチングを支援した。（ＵＩＪターン就職決

定者数：98名）                                                【商工政策課】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、従業員を休業させ、雇用維持を図る中小

企業等に対して、雇用維持奨励金を支給した。（支給件数:約764件）  

 【労働雇用創生課】 

・ 就職氷河期世代の社会的、職業的な自立に繋げるために、オンライン相談等を実施

した。（オンライン相談件数：483件）                        【労働雇用創生課】 

・ 県内に就職する若者の奨学金等を支援する「ふるさとくまもと創造人材奨学金返還

等サポート制度」を実施した。（参加企業：109社）                     【企画課】 

・ 県内企業における女性の活躍を推進するために、女性リーダー養成講座を実施した。

（参加者数：80名）                            【男女参画・協働推進課】 

・ キャリア教育推進のため、県立高校(全日)35校でインターンシップを実施した。                                

【高校教育課】 

 

６ 中小企業における研究開発の推進及びその成果の普及並びに産学行政の連携の

推進 
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・ 社内イノベーションを活性化するため、社内イノベ―タ候補に対して、専門知識の

講義を行うとともに、新事業企画のプロセスを習得するためのワークショップ等を開

催した。（参加者:12名）                              【産業支援課】 

・ 県内事業所等からの技術相談に対応し、依頼試験等により当該事業所が抱える技術

的問題の解決を支援した。（技術相談件数:5,156件、依頼試験件数：1,905件） 

【産業技術センター】 

 

７ 環境と調和のとれた産業活動の持続的な発展の促進 

・ 産業廃棄物の排出抑制、再使用及び再利用等を促進するため、施設整備を行う事

業者等に補助を行った。（補助件数:2件）                    【循環社会推進課】 

 

８ 中小企業者の振興に資する企業立地の促進  

・ 新規雇用を伴う工場等の新設・増設を計画する地場企業に対し、補助金の交付を

行った。（補助件数：10件）                             【産業支援課】 

・ フードバレー構想による県南地域の活性化を推進するため、食品関係企業の誘致

に取り組んだ。（H24～R3誘致件数：56件（うち県南地域 13件）） 【企業立地課】 

 

９ 中小企業者が国内外に向けて実施する事業活動で、地域の多様な資源、特性等を

生かして行うものの促進 

・ 企業向け相談窓口「熊本県外国人材受入支援センター」において、外国人労働者の

雇用等に関する各種相談に対応した。（相談件数：311件）      【労働雇用創生課】 

・ 地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、経済的波及効果がある事業計画を地

域未来牽引事業計画として承認し、設備投資等への減税措置等の支援を行った。 

(R3承認件数:16件)                                            【産業支援課】 

・ 熊本港及び八代港の利便性、認知度向上への取組みにより、コンテナ取扱量の拡大

を推進し、特に八代港では過去最高の取扱量を記録した。（コンテナ取扱量 熊本

港:8,516TEU、八代港：26,975TEU)                          【企業立地課】 

・ 県内宿泊事業者が行う、新型コロナウイルス感染症対策や、ポストコロナも見据え

た前向きな投資を支援した。（補助件数・金額：666件、1,282,182千円） 

       【観光企画課】 

・ 令和2年7月豪雨災害及び新型コロナウイルス感染症拡大の影響で落ち込んだ観光

産業の回復を図るため、県内旅行助成事業「くまもと再発見の旅」を実施した。（利

用人数：延べ504,399人）                         【観光振興課】 

・ 豪雨被災地域の民間事業者等が取り組む新たな消費機会となる観光商品・メニュー

開発等を支援した。（支援件数：7件）                           【観光振興課】 

・ 県産品の消費回復とＰＲを図るため、県物産館のＥＣサイトにて「くまモンのふる 

 さとよかもんキャンペーン」を実施した。                 【販路拡大ビジネス課】 

・ 県産品の販路拡大を図るため、商工団体と農業団体が連携し物産フェアを開催した。                                       

【販路拡大ビジネス課】 

 

10 安心して子どもを生み、育てることができる雇用環境の整備  

・ 子育てを応援する店舗・企業などを応援団として登録し、子育て応援の機運醸成に

取り組んだ。（子育て中の従業員を応援する企業の登録累計件数:1,249件） 

【子ども未来課、労働雇用創生課】 

・ 企業のトップが自ら仕事と生活の充実に取り組むとともに、従業員の仕事と生活の
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充実も応援する「よかボス宣言」を行う「よかボス企業」として登録し、普及啓発に

取り組んだ。（よかボス宣言企業数:915社）                     【子ども未来課】 

 

11 女性、青年、高齢者等誰もが安心して働き、活躍することができる雇用環境の整

備  

・ 働く人がいきいきと輝き、安心して働き続けられる「ブライト企業」を新たに50社

（累計318社）認定、学生・保護者向けガイドブックや動画の作成によるＰＲを行う

とともに、オンライン・対面による合同企業同説明会等を実施した。（説明会開催回数：

4回、参加者数：延べ151社、1,592名）        【労働雇用創生課】 

・ 労働環境の改善を図るため、専門家を派遣し、ハラスメント対策を含めた労働環境

改善のためのセミナーを実施した。（派遣社数：9社）          【労働雇用創生課】 

・ 障がい者の就業及び職場定着の促進を図るため、県内6か所に設置した「障害者就

業・生活支援センター」において、障がい者の就業相談や職場定着支援等を行った。

（一般企業への就職者数：276名）                【労働雇用創生課】 

・ 県内企業等におけるテレワークの導入促進を図るため、ＩＣＴツールの導入支援を

行った。（支援件数：203 件）                【労働雇用創生課】 

・ 熊本県総合福祉センターに高齢者無料職業紹介所を設置するとともに、各地域振興

局に高齢者能力活用推進員を配置し、高齢者の就労支援と求人開拓を行う（一財）熊

本さわやか長寿財団の活動を支援した。（高齢者無料職業紹介所による就職者数：281

名）                                【高齢者支援課】 

・  企業における女性の活躍を推進するために、「企業トップセミナー」を実施した。

（参加者数：120名）                 【男女参画・協働推進課】 

・ 男女共同参画の取組みを促進するため、男女共同参画の推進に積極的に取り組んで

いる事業者の表彰を行った。（表彰事業者数：4社）     【男女参画・協働推進課】 

 

Ⅲ 小規模事業者に関する取組み 
・ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた商店街組織等が実施するにぎわい回復に

向けた取組みを支援した。（補助件数･金額：40件･49,873千円） 【商工振興金融課】 

・ 商工会・商工会議所等において、金融、税務、経理、労務等の様々な相談への対応

や専門家派遣等を実施し、小規模事業者等の経営改善等を支援した。 

                              【商工振興金融課】 

・ 熊本地震や令和2年7月豪雨災害の影響を受けた小規模事業者等に対して、商工会

等が作成する経営支援プログラムと事業者が作成する経営力向上計画や経営革新計

画等を踏まえ、販路開拓や生産性向上等に向けた取組みを支援した。（補助件数：25

件）                                                 【商工振興金融課】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けている小規模事業者等に対して、商工団体

等支援機関が専門家等を活用し、事業者の実情に応じたきめ細かで専門的な支援を行

うための取組みを支援した。（専門家活用数延べ1,151名、相談件数：延べ2,519件）                                   

【商工振興金融課】 

・ よろず支援拠点との連携等により、小規模事業者の課題解決を支援（相談対応件

数:310件）するとともに、各種専門家で構成されるサポートチームによる支援を実施

した。（サポートチーム運営件数:8件）                           【産業支援課】  
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令 和 ４ 年 度 主 な 取 組 み 

 

Ⅰ 条例の周知、受注機会の増大等 
・ 庁内各課等へ本条例を周知するとともに、県が発注する工事、物品、役務に係る中

小企業の受注機会の拡大を要請する。                【商工政策課】 

・ 新たな事業分野の開拓を図る事業者が新たに開発した製品を認定し、認定事業者の

販路拡大等に繋げ、新規事業への取組み意欲の高揚を図る。        【産業支援課】 

 

Ⅱ 中小企業振興に関する基本方針に基づく取組み 
 

１ 産業の高付加価値化及び新たな産業の創出の促進 

・ 地域において高い付加価値（年間付加価値額10億円以上）や労働生産性を生み出す

リーディング企業創出の加速化を図るため、県、産業支援機関等が連携して、集中的

に支援する。                               【産業支援課】 

・ 「熊本県次世代ベンチャー創出支援コンソーシアム」により、ビジネスプランコン

テストの開催、創業初期のベンチャーが必要とする研究開発等の事業化可能性調査な

どを実施する。                          【産業支援課】 

 

２ 中小企業者の経営の革新の促進 

・ 「プロフェッショナル人材戦略拠点」において、経営者との丁寧な対話を通じて、

地域企業の「攻めの経営」や経営改善への意欲を喚起するともに、一部費用を助成し、

副業・兼業を含めた様々な働き方による「プロフェッショナル人材」の獲得を支援す

る。                                   【産業支援課】 

・ （公財）くまもと産業支援財団を通じて、販路拡大支援や、企業からの相談に応じ

た専門家派遣等に対する助成を行い、中小企業の経営支援に取り組む。【産業支援課】 

 

３ 中小企業者の経営基盤の強化に必要な経営資源の確保 

・ 国の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」を踏まえた県内統一の基

準による飲食店認証制度を継続する。                            【商工政策課】 

・ 熊本地震で被災した中小企業者等グループの施設・設備の復旧に対する補助を行う。                           

【商工振興金融課】 

・ グループ補助金等を受けて施設・設備の復旧等を行う場合に、中小企業基盤整備機

構及び県が財源を負担し、（公財）くまもと産業支援財団から長期・無利子の貸付を行

う。                                                      【商工振興金融課】 

・ 熊本地震、令和2年7月豪雨災害及び新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、

売上が減少している中小企業者等への資金繰り支援を実施する。（融資枠:155億円） 

【商工振興金融課】 

・ 「なりわい再建支援補助金」により、令和2年7月豪雨災害で被災した中小企業者

等の施設・設備に対する補助を行う。                        【商工振興金融課】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、売上が減少している中小企業者等に対し

て、事業復活おうえん給付金を交付する。                【商工振興金融課】 

・ 豪雨被災地をはじめ、コロナ禍の個々の事業者の経営課題に応じて、中小企業診断

士等の専門家を活用した支援を実施する。           【商工振興金融課】 

・ 熊本県中小企業団体中央会が実施する支援事業に要する経費を補助することによ 
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り、中小企業の連携を促進し、経営基盤の強化を図る。        【商工振興金融課】 

・ 認証制度の基準に沿った衛生管理設備等の導入等に取り組む飲食店を支援する。 

                                             【観光交流政策課】 

・ 令和2年7月豪雨災害の被災地が安心して、今後の展望を描けるよう、より実効性

の高いプロモーションや観光客受入環境整備等きめ細やかに支援する。【観光企画課】 

 

４ 自然的経済的社会的条件からみて一体である地域における、同種の事業又はこれ

と関連性の高い事業を行う事業者の有機的な連携の促進及び産業の集積化 

・ 県内事業者が農商工連携により実施する商品開発、テストマーケティングや県外で

開かれる見本市・商談会等への出展経費の一部を補助する。【販路拡大ビジネス課】 

 

５ 研究開発及び事業活動を担うべき人材の育成及び確保 

・ 「熊本県ＵＩＪターン就職支援センター」において、ＵＩＪターン就職者と県内事

業所のマッチングを実施する。                                  【商工政策課】 

・ 若年層の総合的な就職支援を行う「ジョブカフェくまもと」で就職関連情報の提供

やカウンセリング等の就職支援を行う。             【労働雇用創生課】 

・ 就職氷河期世代の社会的、職業的な自立に繋げるために、当該世代を採用する企業

の増加に向け、業務の切り出しや啓発、職場環境支援を実施するとともに、オンライ

ン相談等を実施する。                                  【労働雇用創生課】 

・ 若者の県内就職を後押しする奨学金返還やＵターン等の支援のため、「ふるさとくま

もと創造人材奨学金等サポート制度」を実施し、熊本の次代を担う人材の確保を図る。                                             

【企画課】 

・ 県内企業における女性の活躍を推進するために、女性リーダー養成講座を実施する。                               

【男女参画・協働推進課】 

・ 生徒が望ましい勤労観・職業観、実際的な知識・技術を身に付け、自己の職業適性

や将来設計について主体的に考えるとともに、責任ある行動を取りながら、社会に貢

献する人材の育成を図るため、全ての県立高校（全日・定時）でインターンシップを

実施する。                                    【高校教育課】 

 

６ 中小企業における研究開発の推進及びその成果の普及並びに産学行政の連携の

推進 

・ 県内企業の社内イノベータ候補に対する人材育成・教育プログラムを実施し、社内

イノベーションを活性化するエコシステムの形成を図る。     【産業支援課】 

・ 県内中小企業を中心とした連携体の構築や事業化プランの策定、販路開拓を支援す

るためのコーディネーターを配置するとともに、海外展開等においては、専門知識を

有するアドバイザーによる伴走支援を行う。              【産業支援課】 

・ 県内企業のＤＸの導入及び定着を推進するために、ＤＸ（ＩoＴ、ＡＩ、ロボット等）

の導入等に積極的な企業を伴走型により支援する。           【産業技術センター】 

・ 令和2年7月豪雨災害で被害を受けた醸造食品企業の食品再現や創造的復興に向け、

収集微生物を利用した新商品開発を支援する。               【産業技術センター】 

 

７ 環境と調和のとれた産業活動の持続的な発展の促進 

・ 産業廃棄物の排出抑制、再使用及び再利用等を促進するため、研究・技術開発及び

リサイクル施設整備について補助するとともに、県内で製造されたリサイクル製品の

認証・周知を行う。                                        【循環社会推進課】 
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８ 中小企業者の振興に資する企業立地の促進  

・ 新型コロナウイルス感染症の影響によるサプライチェーンの再構築を図るため、

地場企業立地補助金及び企業立地促進補助金の補助率を最大2倍に引き上げ、本県

に設備投資を行う企業を支援する。                 【産業支援課、企業立地課】 

・ 令和2年7月豪雨災害で被災した球磨川流域市町村等の創造的復興を強力に後押

しするために、当該市町村に事業所等を新設・増設する企業の補助要件を緩和す

る。                       【産業支援課、企業立地課】 

・ フードバレー構想による県南地域の活性化を推進するため、食品関連企業の誘致

に取り組む。                          【企業立地課】 

 

９ 中小企業者が国内外に向けて実施する事業活動で、地域の多様な資源、特性等を

生かして行うものの促進 

・ 「熊本県外国人材受入支援センター」において、雇用等に関する各種相談に対応す

る。                               【労働雇用創生課】 

・ 新型コロナウイルス感染症拡大による水際対策の強化により生じている外国人材

（技能実習・特定技能）を受け入れる際の追加的経費（宿泊費等）について補助する。 

【労働雇用創生課】 

・ 地域の特性を生かして高い付加価値を創出し、経済波及効果がある事業計画を地域

未来牽引事業計画として承認し、事業に伴う設備投資等を減税措置等により支援する。                                                            

【産業支援課】 

・ 熊本港及び八代港の利便性、認知度向上に取り組み、両港の利活用促進等を図る。             

【企業立地課】 

・ 令和2年7月豪雨災害及び新型コロナウイルス感染症拡大の影響で落ち込んだ観光

産業の回復を図るため、県内旅行助成事業「くまもと再発見の旅」を実施するととも

に、終了後も引き続きGoToトラベルなど切れ目ない旅行需要喚起策を展開する。               

【観光振興課】 

・ 令和2年7月豪雨被災地域の民間事業者等が取り組む新たな消費機会となる観光

商品・メニュー開発等を支援する。                    【観光振興課】 

・ 県産品の販路拡大を図るため、商工団体と農業団体が連携した物産展の開催や、

大都市圏の百貨店等を対象とした商談会を開催する。   【販路拡大ビジネス課】 

・ 令和2年7月豪雨災害により被災した球磨焼酎の創造的復興に向け、球磨焼酎酒造

組合等の関係機関と連携し、商品開発、認知度向上、販路拡大等の総合的な取組みを

展開する。                                 【販路拡大ビジネス課】 

 

10 安心して子どもを生み、育てることができる雇用環境の整備  

･ 子育てを応援する店舗・企業などを応援団として登録の推進を図り、子育て応援の機

運醸成を図る。                   【子ども未来課、労働雇用創生課】 

･ 企業のトップが、自ら仕事と生活の充実に取り組むとともに、社員の仕事と生活の充

実を応援する「よかボス宣言」を行う「よかボス企業」等の普及促進を図る。 

           【子ども未来課】 

 

11 女性、青年、高齢者等誰もが安心して働き、活躍することができる雇用環境の整

備  

・ 働く人がいきいきと輝き、安心して働き続けられる「ブライト企業」を認定すると

ともに、若者の県内就職を促進するために、ブライト企業の魅力を発信する。   
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【労働雇用創生課】 

･ 誰もが働きやすい職場づくりを推進し、ワークライフバランスの実現など就労環境

の向上を支援するとともに、企業の人事・労務担当者等を対象とした労働問題講習会の

開催や「勤労者セミナー」等を実施する。                      【労働雇用創生課】 

･ 障がい者の就業及び職場定着の促進を図るため、「障害者就業・生活支援センター」

において、障がい者の就業相談、職場定着を支援する。          【労働雇用創生課】 

･ 高齢者の就業機会の確保のため、（一財）熊本さわやか長寿財団の活動を支援する。 

【高齢者支援課】 

・ 企業における女性の活躍を推進するために、「企業トップセミナー」を実施する。                     

【男女参画・協働推進課】 

・  男女共同参画の取組みを促進するため、男女共同参画の推進に積極的に取り組んで

いる事業者の表彰を実施する。                        【男女参画・協働推進課】 

 

Ⅲ 小規模事業者に関する取組み 
・ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた商店街組織等が実施するにぎわい回復に

向けた取組みを支援する。                            【商工振興金融課】 

・ ポストコロナを見据え、商店街における新たな魅力の向上、機能の再構築を図る取

組みを支援する。                     【商工振興金融課】 

・ 商工会・商工会議所等において、金融、税務、経理、労務等の様々な相談への対応

や専門家派遣等を実施し、小規模事業者等の経営改善等を支援する。 

                             【商工振興金融課】 

・ 熊本地震や令和2年7月豪雨災害の影響を受けた小規模事業者等に対して、商工会

等が作成する経営支援プログラムと事業者が作成する経営力向上計画や経営革新計

画等を踏まえた販路開拓や生産性向上等の取組みを支援する。 

【商工振興金融課】 

・ デジタル化による生産性向上等を図る小規模事業者等に対し、専門家を活用した支

援を実施する。                      【商工振興金融課】 

・ 廃業事業者の事業承継や再チャレンジを契機とした販路開拓や生産性向上に向けた

取組みについて、経費の一部を支援する。           【商工振興金融課】 

・ よろず支援拠点において県内小規模事業者等の活性化を図るため、ものづくりに取

り組む小規模事業者等の経営上の課題解決に向け、関係機関と連携した総合的かつ継

続的なサポートを実施する。                        【産業支援課】 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、売上げ又は営業利益が減少したものづく

り産業を対象に、生産現場のデジタル化推進に必要な機器の整備を支援する。 

【産業支援課】 

・ 産学官5者で組織される「熊本県次世代ベンチャー創出支援コンソーシアム」が運

営主体となり、自然共生型産業（アグリ・バイオ・ヘルスケア等）における創業初期

のベンチャー等を発掘・支援する。               【産業支援課】 


